
は
じ
め
に

　

二
〇
一
八
年
二
月
に
制
定
さ
れ
た

「
マ
ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
及
び

テ
ロ
資
金
供
与
対
策
に
関
す
る
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」（
以
下
、「
Ｇ
Ｌ
」
と
い

う
）
の
二
〇
一
九
年
四
月
お
よ
び
二

〇
二
一
年
二
月
の
改
正
並
び
に
同
年

三
月
に
制
定
さ
れ
た
「
マ
ネ
ロ
ン
・

テ
ロ
資
金
供
与
対
策
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

に
関
す
る
よ
く
あ
る
ご
質
問
（
Ｆ
Ａ

Ｑ
）」（
以
下
、「
Ｆ
Ａ
Ｑ
」
と
い
う
）

に
よ
り
、
金
融
機
関
に
は
リ
ス
ク
ベ

ー
ス
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ
く
マ
ネ

ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
（
以

下
、「
Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
」
と
い
う
）

の
高
度
化
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

特
に
、
す
べ
て
の
顧
客
に
対
す
る

顧
客
リ
ス
ク
評
価
や
継
続
的
な
顧
客

管
理
な
ど
の
リ
ス
ク
低
減
措
置
の
う

ち
の
顧
客
管
理
（
Ｃ
Ｄ
Ｄ
）
が
重
要

で
あ
り
、
金
融
機
関
に
よ
っ
て
は
シ

ス
テ
ム
対
応
等
の
検
討
の
必
要
性
が

高
ま
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
Ｆ
Ａ
Ｔ

Ｆ
第
四
次
対
日
相
互
審
査
結
果
に
よ

る
と
中
小
金
融
機
関
の
対
応
力
も
課

題
と
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　

本
稿
で
は
、
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資

金
供
与
対
策
の
主
管
部
門
と
な
る
管

理
部
門
に
お
け
る
Ｇ
Ｌ
お
よ
び
Ｆ
Ａ

Ｑ
に
定
め
ら
れ
て
い
る
役
割
・
業
務

を
中
心
に
言
及
し
な
が
ら
、
第
二
線

に
よ
る
顧
客
管
理
の
対
応
お
よ
び
シ

ス
テ
ム
の
高
度
化
へ
の
対
応
に
つ
い

注
目
し
た
い　
Ｊ
Ａ
に
お
け
る

マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
の
二
線
・
三
線

①
管
理
部
門
の
役
割
と
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
対
応

集
特

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
四
次
審
査
結
果
の
公
表
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
正
等
を
受
け
、
各
金
融
機
関
と
も
Ａ
Ｍ
Ｌ
対
策
強

化
へ
の
関
心
は
ま
す
ま
す
高
ま
っ
て
い
る
。
本
稿
で
は
、
Ｊ
Ａ
の
三
線
管
理
の
う
ち
、
第
二
線
で
あ
る
コ
ン
プ

ラ
イ
ア
ン
ス
部
門
等
の
管
理
部
門
の
対
応
に
注
目
す
る
。

ＧＭＯあおぞらネット銀行
弁護士　山﨑 太郎

弁護士・日本証券アナリスト協会認定ア
ナリスト。業務分野は銀行・証券会社等
の法務・コンプライアンス全般。

潮見坂綜合法律事務所
弁護士　鈴木 正人

元金融庁・証券取引等監視委員会事務局 
証券検査課 課長補佐 専門検査官。専門分
野は金商法・銀行法・保険業法等の金融
規制、コンプライアンス対応、行政対応、
会社法等。

て
解
説
し
ま
す
。

　

な
お
、
文
中
の
意
見
に
わ
た
る
箇

所
は
個
人
的
な
見
解
で
あ
り
、
筆
者

ら
が
所
属
し
、
ま
た
は
所
属
す
る
組

織
・
団
体
等
の
見
解
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。

１
．
管
理
部
門
（
第
二
線
）
の
役
割

⑴
　
三
つ
の
防
衛
線
の
概
要

　

Ｇ
Ｌ
で
は
、
各
部
門
の
役
割
・
責

任
の
明
確
化
の
観
点
か
ら
、
営
業
部

門
（
第
一
線
）、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
部
門
等
の
管
理
部
門
（
第
二
線
）、

内
部
監
査
部
門
（
第
三
線
）
の
各
部

門
を
役
割
で
分
け
、「
三
つ
の
防
衛

線
」
と
し
て
整
理
し
て
い
ま
す
（
Ｇ

Ｌ
Ⅲ-

３
）。

　
「
三
つ
の
防
衛
線
」
で
は
、
ま
ず
、

第
二
線
が
、
Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
に
関

す
る
企
画
を
行
い
、
リ
ス
ク
評
価
書

を
含
む
書
類
・
規
程
・
方
針
・
手
続

き
を
策
定
し
ま
す
。
そ
し
て
、
第
一

線
が
、
自
律
的
に
、
第
二
線
に
お
い

て
定
め
た
ル
ー
ル
に
則
っ
て
商
品
、

サ
ー
ビ
ス
、
取
引
形
態
、
国
・
地

域
、
顧
客
属
性
等
の
リ
ス
ク
評
価
お

よ
び
顧
客
リ
ス
ク
評
価
並
び
に
低
減

措
置
を
実
施
し
ま
す
。
さ
ら
に
、
第

二
線
が
品
質
管
理
業
務
の
一
環
と
し
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て
第
一
線
に
よ
る
リ
ス
ク
評
価
の
適

切
性
を
判
断
し
、
リ
ス
ク
に
応
じ
た

リ
ス
ク
低
減
措
置
を
再
検
証
し
ま

す
。
そ
し
て
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

を
回
し
な
が
ら
、
第
三
線
が
独
立
し

た
立
場
か
ら
内
部
監
査
を
実
施
し
、

牽
制
機
能
を
発
揮
す
る
態
勢
へ
と
高

度
化
し
て
い
き
ま
す
（
Ｆ
Ａ
Ｑ
一
二

〇
頁
）。

　

三
つ
の
防
衛
線
に
お
い
て
、
第
二

線
は
、
第
一
線
の
自
律
的
な
リ
ス
ク

管
理
に
対
し
て
、
独
立
し
た
立
場
か

ら
牽
制
を
行
う
と
同
時
に
、
第
一
線

を
支
援
す
る
役
割
も
担
い
ま
す
。
そ

の
た
め
、
第
二
線
の
職
員
に
は
、
第

一
線
の
業
務
に
係
る
知
見
と
、
同
業

務
に
潜
在
す
る
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資

金
供
与
リ
ス
ク
（
以
下
、「
マ
ネ
ロ

ン
リ
ス
ク
」
と
い
う
）
に
対
す
る
理

解
を
併
せ
持
つ
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
ま
た
、
第
二
線
に
は
、
Ａ
Ｍ
Ｌ

／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
を
主
管
す
る
部
門
だ
け
で

は
な
く
、
取
引
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス

テ
ム
等
を
所
管
す
る
シ
ス
テ
ム
部
門

や
専
門
性
を
有
す
る
人
材
の
確
保
・

維
持
を
担
う
人
事
部
門
も
含
ま
れ
ま

す
（
Ｇ
Ｌ
Ⅲ-

３
⑵
）。

⑵
　
第
二
線
に
対
し
て
対
応
が

求
め
ら
れ
る
事
項

①
　
第
一
線
の
監
視

　

第
二
線
は
、
第
一
線
に
お
け
る
Ａ

Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
に
係
る
方
針
・
手
続

き
・
計
画
等
の
遵
守
状
況
の
確
認

や
、
リ
ス
ク
低
減
措
置
の
有
効
性
な

ど
の
検
証
等
を
行
い
、
マ
ネ
ロ
ン
リ

ス
ク
管
理
態
勢
が
有
効
に
機
能
し
て

い
る
か
に
つ
い
て
、
独
立
し
た
立
場

か
ら
監
視
を
行
い
ま
す
（
Ｇ
Ｌ
Ⅲ-

３
⑵
対
応
が
求
め
ら
れ
る
事
項
①
）。

　

具
体
的
に
は
、
第
一
線
が
担
う
取

引
時
確
認
業
務
や
取
引
時
確
認
記
録

の
作
成
・
保
存
業
務
に
つ
い
て
、
法

規
制
等
の
遵
守
の
み
な
ら
ず
、
自
ら

の
マ
ネ
ロ
ン
リ
ス
ク
管
理
態
勢
が
有

効
に
機
能
し
て
い
る
か
と
い
う
観
点

か
ら
、
疑
わ
し
い
取
引
の
届
出
の
分

析
等
に
よ
り
認
識
し
た
事
項
の
直
面

す
る
リ
ス
ク
も
踏
ま
え
、
定
期
的
に

検
証
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す

（
Ｆ
Ａ
Ｑ
一
二
二
頁
）。

②
　
第
一
線
に
対
す
る
支
援

　

第
二
線
は
、
第
一
線
に
対
し
、
マ

ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
に
係
る
情

報
の
提
供
や
質
疑
へ
の
応
答
を
行
う

ほ
か
、
具
体
的
な
対
応
方
針
等
に
つ

い
て
協
議
を
す
る
な
ど
、
十
分
な
支

援
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
（
Ｇ
Ｌ
Ⅲ-

３
⑵
対
応
が
求
め
ら

れ
る
事
項
②
）。

　

例
え
ば
、
個
別
案
件
に
対
す
る
対

応
に
つ
い
て
、
専
門
性
を
十
分
に
発

揮
し
た
助
言
の
ほ
か
外
部
専
門
家
や

当
局
と
の
対
話
等
を
通
じ
て
、
第
一

線
の
対
応
を
後
方
か
ら
支
援
す
る
よ

う
な
も
の
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
外
部

専
門
家
に
は
弁
護
士
等
が
含
ま
れ
ま

す
。
ま
た
、
Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
の
所

管
部
署
と
し
て
全
社
的
な
Ａ
Ｍ
Ｌ
／

Ｃ
Ｆ
Ｔ
と
の
整
合
性
を
図
り
つ
つ
、

最
大
限
、
取
引
の
円
滑
化
に
配
慮
し

て
対
応
を
実
施
す
る
た
め
の
支
援
を

行
う
こ
と
も
同
時
に
求
め
ら
れ
ま
す

（
Ｆ
Ａ
Ｑ
一
二
三
頁
）。

③
　
管
理
部
門
す
べ
て
の
態
勢
の

整
備

　

全
社
的
な
Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
を
推

進
し
て
い
く
際
に
は
、
主
管
部
門
だ

け
で
は
対
応
が
十
分
で
き
ま
せ
ん
。

そ
の
た
め
、
Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
の
主

●３つの防衛線

第 2線に対して対応が求められる事項

①第１線の監視

営業部門
コンプラ
イアンス
部門等の
管理部門

内部監査
部門

第 3線第 2線第 1線

例：第１線が行う取引時
確認や記録の作成・保
存等の業務を、自らの
マネロンリスク管理態
勢が有効に機能してい
るかという観点等か
ら、定期的に検証する。

②第１線に対する支援
例：個別案件について、
専門性を発揮した助言
をするほか、弁護士等
の外部専門家との対話
を通じて、対応を後方
から支援する。

③管理部門すべての態勢
　の整備
例：ＡＭＬ／ＣＦＴに関
係するすべての管理部
門と緊密な情報共有、
連携・協同する態勢を
整備する。

④専門性人員の配置
例：ＡＭＬ／ＣＦＴに関
する資格等を保有する
だけでなく、実務経験
等も考慮した職員を配
置し、継続的な教育・
研修を行なっていく。
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１
．
三
つ
の
防
衛
線
と
内
部
監
査

　

Ｊ
Ａ
に
お
い
て
は
、
そ
の
業
務
の

内
容
や
規
模
等
に
応
じ
、
有
効
な
マ

ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
リ
ス
ク
管

理
態
勢
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
り
、

営
業
部
門
（
第
一
線
）・
管
理
部
門

（
第
二
線
）・
内
部
監
査
部
門
（
第
三

線
）
の
各
部
門
等
が
担
う
役
割
・
責

任
を
、
経
営
陣
の
責
任
の
下
で
明
確

に
し
て
、
組
織
的
に
対
応
を
進
め
る

こ
と
が
重
要
と
な
り
ま
す
（
三
つ
の

防
衛
線
。「
マ
ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ

ン
グ
及
び
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
に
関

す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（
以
下
、「
Ｇ

Ｌ
」
と
い
う
）
Ⅲ-

３
）。

　

本
稿
で
は
、
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資

金
供
与
対
策
に
対
す
る
内
部
監
査
に

お
い
て
留
意
す
べ
き
項
目
に
つ
い
て

論
じ
ま
す
。
な
お
、
Ｇ
Ｌ
に
お
け
る

「
対
応
が
求
め
ら
れ
る
事
項
」
に
つ

い
て
は
、
内
部
監
査
に
お
い
て
、
す

べ
て
確
認
・
検
証
す
る
こ
と
を
前
提

と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
本
稿
で
記
載
す
る
監
査
項

目
は
あ
く
ま
で
例
示
と
し
て
あ
げ
た

も
の
で
あ
り
、
業
務
の
す
べ
て
を
網

羅
し
て
い
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
に

ご
留
意
く
だ
さ
い
。

注
目
し
た
い　
Ｊ
Ａ
に
お
け
る

マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
の
二
線
・
三
線

②
内
部
監
査
部
門
の
役
割
と
留
意
点

集
特

第
三
線
を
担
う
内
部
監
査
部
門
に
は
、
第
一
線
と
第
二
線
と
は
独
立
し
た
立
場
か
ら
定
期
的
に
そ
の
機
能
を
検

証
し
、
方
針
・
手
続
き
・
計
画
等
の
見
直
し
や
対
策
の
高
度
化
の
必
要
性
等
を
提
言
・
指
摘
し
て
い
く
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。
こ
こ
で
は
、
内
部
監
査
部
門
の
取
組
み
に
注
目
し
、
留
意
点
を
整
理
す
る
。

ひふみ総合法律事務所
弁護士　番匠 史人

2003 年慶應義塾大学法学部卒業。05 年
司法試験合格。09 年～ 11 年金融庁（検
査局）出向。金融証券検査官として、保
険会社、銀行、信託銀行の検査実務等に
従事。主要取扱業務は、金融レギュレー
ション、ＩＴ・知財戦略法務、不正調査、
危機管理・反社会的勢力対応等。ＪＡほ
か金融機関での研修多数。

２
．
内
部
監
査
部
門
に
対
応
が
求
め
ら
れ
て
い
る
事
項

　

Ｇ
Ｌ
に
お
い
て
は
、
内
部
監
査
部

門
に
対
す
る
「
対
応
が
求
め
ら
れ
る

事
項
」
と
し
て
、
五
つ
の
項
目
を
定

め
て
い
ま
す
。
こ
こ
か
ら
、
各
項
目

に
関
す
る
留
意
点
に
つ
い
て
解
説
し

ま
す
。

①
　
監
査
計
画
の
策
定
と
実
施

　

Ｇ
Ｌ
Ⅲ-

３
対
応
が
求
め
ら
れ
る

事
項
①
の
イ
か
ら
へ
は
、
監
査
計
画

に
最
低
限
盛
り
込
む
べ
き
項
目
と
な

っ
て
お
り
、
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金

供
与
対
策
の
実
効
性
を
確
認
す
る
た

め
に
必
要
と
思
わ
れ
る
内
容
に
つ
い

て
は
、
追
加
等
を
検
討
し
、
適
切
に

監
査
を
実
施
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
（「
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資

金
供
与
対
策
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
関
す

る
よ
く
あ
る
ご
質
問
（
Ｆ
Ａ
Ｑ
）

（
以
下
、「
Ｆ
Ａ
Ｑ
」
と
い
う
）
一
二

六
頁
）。

　

監
査
計
画
を
立
て
る
際
に
は
、
実

現
可
能
な
計
画
を
立
て
る
こ
と
が
重

要
で
す
。
監
査
の
状
況
は
、
当
局
に

対
し
て
定
期
的
に
報
告
す
べ
き
事
項

と
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
い
つ
報
告

徴
求
を
求
め
ら
れ
て
も
対
応
で
き
る

よ
う
に
、
監
査
実
施
状
況
の
進
捗
管
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理
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

②
　
監
査
の
対
象
・
頻
度
・
手
法

等
の
適
切
性
と
③
監
査
の
範
囲

　

監
査
の
対
象
・
頻
度
・
手
法
等
を

決
定
す
る
う
え
で
は
、
Ｊ
Ａ
に
お
け

る
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
に
関

す
る
リ
ス
ク
の
分
析
が
重
要
で
あ

り
、
分
析
の
結
果
判
明
し
た
リ
ス
ク

の
高
低
に
応
じ
て
、
リ
ス
ク
ベ
ー

ス
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ
き
、
監
査

の
対
象
・
頻
度
・
手
法
等
を
変
更
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
第
一
線
の
分
析
の
結

果
、
マ
ネ
ロ
ン
に
利
用
さ
れ
た
こ
と

が
あ
る
、
疑
わ
し
い
取
引
の
届
出
が

他
の
支
店
に
比
べ
て
多
い
、
高
リ
ス

ク
顧
客
の
人
数
が
多
い
、
以
前
に
マ

ネ
ロ
ン
に
関
す
る
事
務
ミ
ス
や
不
祥

事
件
が
発
生
し
て
い
る
な
ど
の
リ
ス

ク
事
象
が
見
ら
れ
る
支
店
は
、
リ
ス

ク
事
象
が
認
め
ら
れ
な
い
支
店
よ
り

も
、
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
に

利
用
さ
れ
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
る

こ
と
か
ら
、
早
期
に
監
査
を
行
う
、

監
査
の
対
象
範
囲
を
広
げ
る
、
監
査

の
頻
度
を
上
げ
る
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ

の
数
を
増
や
す
ま
た
は
悉
皆
的
に
調

査
す
る
な
ど
し
て
監
査
を
実
施
す
る

こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
リ
ス
ク
が
低
い
場
合
で
あ

っ
て
も
、
一
律
に
監
査
対
象
か
ら
除

外
し
て
は
な
ら
ず
、
サ
ン
プ
ル
チ
ェ

ッ
ク
の
量
を
調
整
す
る
な
ど
し
て
、

監
査
を
実
施
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

④
　
内
部
監
査
結
果
の
報
告
と
フ

ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・
改
善
に
向
け

た
助
言

　

マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策

は
、
経
営
陣
が
主
導
的
に
関
与
し
て

行
う
べ
き
も
の
で
あ
り
、
経
営
陣
が

実
態
を
把
握
す
る
た
め
の
手
段
と
し

て
内
部
監
査
の
活
用
が
重
要
と
な
り

ま
す
。
内
部
監
査
部
門
は
、
監
査
で

把
握
し
た
問
題
点
を
経
営
陣
に
共
有

す
る
と
と
も
に
、
改
善
策
の
提
言
と

改
善
策
の
進
捗
に
つ
い
て
の
フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

⑤
　
適
切
な
知
識
お
よ
び
専
門
性

等
を
有
す
る
職
員
の
配
置

　

内
部
監
査
部
門
は
、
第
一
線
お
よ

び
第
二
線
の
監
査
を
独
立
し
た
立
場

で
行
う
こ
と
か
ら
、
第
一
線
お
よ
び

第
二
線
で
の
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金

供
与
対
策
の
実
務
に
対
す
る
理
解
が

あ
る
こ
と
、
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金

供
与
対
策
に
関
す
る
最
新
の
情
報
を

収
集
し
、
理
解
す
る
能
力
が
あ
る
こ

と
、
さ
ら
に
は
、
独
立
し
た
立
場
か

ら
Ｊ
Ａ
に
お
け
る
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ

資
金
供
与
対
策
の
ど
こ
に
リ
ス
ク
や

弱
点
が
あ
る
か
を
分
析
す
る
能
力
等

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
人
材
の
確
保
に
苦
労

し
て
い
る
Ｊ
Ａ
は
少
な
く
な
い
と
思

わ
れ
ま
す
が
、
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資

金
供
与
対
策
に
関
す
る
各
種
資
格
の

取
得
に
加
え
て
、
第
一
線
や
第
二
線

で
の
実
務
経
験
や
監
査
実
務
の
経
験

を
積
ま
せ
る
、
内
部
監
査
部
門
内
で

継
続
的
に
研
修
を
行
う
な
ど
し
て
、

マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
の

監
査
を
行
う
こ
と
の
で
き
る
人
材
の

育
成
を
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

な
お
、
第
三
線
は
、
第
一
線
お
よ

び
第
二
線
の
監
査
を
独
立
し
た
立
場

で
行
う
こ
と
を
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
第
一
線
ま
た
は
第
二

線
に
お
い
て
自
身
が
関
与
し
た
業
務

を
監
査
す
る
こ
と
は
監
査
の
独
立
性

に
反
し
、
許
さ
れ
な
い
と
考
え
ま
す

の
で
、
当
該
業
務
に
対
す
る
監
査
の

担
当
か
ら
は
外
れ
る
べ
き
で
す
。

３
．
全
社
的
な
マ
ネ
ロ
ン
リ
ス
ク
の
特
定
・
評
価
・
低
減

措
置
の
見
直
し

　

Ｊ
Ａ
は
、
自
ら
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ

資
金
供
与
リ
ス
ク
を
特
定
・
評
価

し
、
こ
れ
を
リ
ス
ク
強
度
の
範
囲
内

に
実
効
的
に
低
減
す
る
た
め
、
当
該

リ
ス
ク
に
見
合
っ
た
対
策
（
リ
ス
ク

低
減
措
置
）
を
講
ず
る
必
要
が
あ
り

ま
す
（
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
・
ア
プ
ロ
ー

チ
）。

　

Ｊ
Ａ
で
は
、
す
で
に
自
Ｊ
Ａ
の
全

社
的
な
マ
ネ
ロ
ン
リ
ス
ク
の
特
定
、

評
価
、
リ
ス
ク
低
減
措
置
、
低
減
措

置
後
の
残
余
リ
ス
ク
等
を
ま
と
め
た

「
リ
ス
ク
評
価
書
」
を
作
成
し
て
い

ま
す
。
内
部
監
査
に
お
い
て
は
、
リ

ス
ク
評
価
書
記
載
の
リ
ス
ク
の「
ⅰ
．

特
定
」
お
よ
び
「
ⅱ
．
評
価
」
の
内

容
が
Ｊ
Ａ
の
実
態
を
反
映
し
た
も
の

で
あ
り
、
リ
ス
ク
低
減
措
置
が
リ
ス
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Ⅰ
　
　
改
正
の
概
要
と
今
後

の
展
望

　
令
和
四
年
度
税
制
改
正
大
綱
が
、

令
和
三
年
一
二
月
一
〇
日
に
与
党

（
自
民
党
、
公
明
党
）
か
ら
公
表
さ

れ
ま
し
た
。
一
二
月
二
四
日
に
閣
議

決
定
の
後
、
大
綱
の
方
針
に
基
づ
く

法
律
案
が
通
常
国
会
で
審
議
さ
れ
、

本
年
三
月
末
に
可
決
成
立
を
経
て
、

令
和
四
年
四
月
一
日
に
法
律
施
行
の

運
び
と
な
り
ま
す
。

　
令
和
三
年
の
夏
ご
ろ
か
ら
、「
贈

与
税
の
基
礎
控
除
一
一
〇
万
円
が
廃

止
さ
れ
る
の
で
、
生
前
贈
与
は
年
内

に
し
な
く
て
は
い
け
な
い
の
か
」
と

い
う
問
い
合
わ
せ
を
し
ば
し
ば
受
け

ま
し
た
。

解 説

令和4年度
税制改正大綱
のポイント

　
こ
れ
は
、
令
和
三
年
度
税
制
改
正

大
綱
に
「
相
続
税
と
贈
与
税
を
よ
り

一
体
的
に
捉
え
て
課
税
す
る
観
点
か

ら
、
現
行
の
相
続
時
精
算
課
税
制
度

と
暦
年
課
税
制
度
の
あ
り
方
を
見
直

す
な
ど
、
格
差
の
固
定
化
の
防
止
等

に
留
意
し
つ
つ
、
資
産
移
転
の
時
期

の
選
択
に
中
立
的
な
税
制
の
構
築
に

向
け
て
、
本
格
的
な
検
討
を
進
め

る
」
と
記
述
さ
れ
た
こ
と
が
発
端
と

思
わ
れ
ま
す
。
こ
の
記
述
を
受
け
、

マ
ス
コ
ミ
報
道
の
影
響
も
あ
り
、
相

続
税
の
節
税
対
策
と
し
て
生
前
贈
与

が
使
え
な
く
な
る
と
心
配
す
る
人
が

多
か
っ
た
の
で
し
ょ
う
。

　
蓋
を
開
け
て
み
る
と
、
令
和
四
年

度
に
お
い
て
大
き
な
改
正
は
な
く
、

「
今
年
中
に
贈
与
し
な
け
れ
ば
」
と

い
う
話
は
風
評
に
過
ぎ
な
か
っ
た
こ

と
に
な
り
ま
す
。

【
再
度
明
記
さ
れ
た
事
項
】

　
令
和
四
年
度
税
制
改
正
大
綱
の
中

で
、
次
の
と
お
り
、
前
年
同
様
の
検

討
事
項
が
再
度
明
記
さ
れ
ま
し
た
。

　「
高
齢
世
代
が
保
有
す
る
資
産
が

よ
り
早
い
タ
イ
ミ
ン
グ
で
若
年
世
代

に
移
転
す
る
こ
と
に
な
れ
ば
、
そ
の

有
効
活
用
を
通
じ
た
経
済
の
活
性
化

が
期
待
さ
れ
る
。

　
一
方
、
相
続
税
・
贈
与
税
は
、
税

制
が
資
産
の
再
分
配
機
能
を
果
た
す

上
で
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

高
齢
世
代
の
資
産
が
、
適
切
な
負
担

を
伴
う
こ
と
な
く
世
代
を
超
え
て
引

き
継
が
れ
る
こ
と
と
な
れ
ば
、
格
差

の
固
定
化
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
。

　
今
後
、
諸
外
国
の
制
度
も
参
考
に

し
つ
つ
、
相
続
税
と
贈
与
税
を
よ
り

一
体
的
に
捉
え
て
課
税
す
る
観
点
か

ら
、
現
行
の
相
続
時
精
算
課
税
制
度

と
暦
年
課
税
制
度
の
あ
り
方
を
見
直

す
な
ど
、
格
差
の
固
定
化
防
止
等
の

観
点
も
踏
ま
え
な
が
ら
、
資
産
移
転

時
期
の
選
択
に
中
立
的
な
税
制
の
構

築
に
向
け
て
、
本
格
的
な
検
討
を
進

め
る
。

　
あ
わ
せ
て
、
経
済
対
策
と
し
て
現

在
講
じ
ら
れ
て
い
る
贈
与
税
の
非
課

税
措
置
は
、
限
度
額
の
範
囲
内
で
は

家
族
内
に
お
け
る
資
産
の
移
転
に
対

し
て
何
ら
の
税
負
担
も
求
め
な
い
制

度
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

あ
り
方
に
つ
い
て
、
格
差
の
固
定
化

防
止
等
の
観
点
を
踏
ま
え
、
不
断
の

見
直
し
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
」
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【
予
想
さ
れ
る
改
正
内
容
】

　
私
見
で
す
が
、
今
後
予
想
さ
れ
る

抜
本
改
正
の
内
容
と
し
て
、
次
の
こ

と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

①
生
前
贈
与
の
持
戻
し
期
間
の
延
長

　
現
在
の
相
続
税
法
で
は
、
相
続
開

始
前
三
年
以
内
に
な
さ
れ
た
暦
年
課

税
贈
与
（
一
一
〇
万
円
の
基
礎
控
除

が
あ
る
、
従
来
型
の
贈
与
税
の
対
象

と
な
る
贈
与
）
に
つ
い
て
は
、
贈
与

者
が
死
亡
し
た
時
に
相
続
税
を
計
算

す
る
う
え
で
、
課
税
価
格
に
加
算
す

る
規
定
（
い
わ
ゆ
る
「
持
戻
し
」）

が
あ
り
ま
す
。

　
欧
米
で
は
、
こ
の
「
三
年
」
と
い

う
期
間
が
一
〇
年
、
一
五
年
と
い
う

国
も
あ
り
、
わ
が
国
で
も
こ
の
持
戻

し
期
間
を
長
く
し
よ
う
と
す
る
改
正

が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
場
合
、
欧
米
諸
国
と
わ
が
国

で
は
、
ベ
ー
ス
と
な
る
遺
産
課
税
の

仕
組
み
が
異
な
る
の
で
、
単
純
に
欧

米
の
制
度
に
な
ら
う
こ
と
は
、
少
々

乱
暴
な
印
象
も
あ
り
ま
す
。

②
孫
に
対
す
る
贈
与
も
「
持
戻
し
」

の
対
象
に
？

　
現
行
の
三
年
内
加
算
の
ル
ー
ル
の

対
象
者
は
、「
相
続
ま
た
は
遺
贈
に

よ
り
財
産
を
取
得
し
た
人
」
と
さ
れ

て
お
り
、
簡
潔
に
い
え
ば
、
相
続
人

に
対
す
る
贈
与
に
限
定
さ
れ
て
い
ま

す
。
つ
ま
り
、
孫
や
曾
孫
に
対
す
る

贈
与
は
、
原
則
と
し
て
三
年
内
加
算

の
ル
ー
ル
が
適
用
さ
れ
な
い
の
で
す
。

　
こ
の
取
扱
い
の
ま
ま
だ
と
、「
贈

与
に
よ
る
節
税
効
果
を
な
く
す
」
と

い
う
税
制
改
正
の
目
的
が
達
成
で
き

な
い
の
で
、「
孫
や
曾
孫
に
対
す
る

贈
与
も
持
戻
し
の
対
象
に
す
る
」
と

い
う
改
正
の
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
場
合
、
問
題
点
と
し
て
、
少

額
の
生
前
贈
与
を
受
け
た
人
で
あ
っ

て
も
全
員
相
続
税
の
納
税
義
務
者
に

な
り
ま
す
の
で
、
納
税
主
体
が
大
幅

に
増
加
し
、
相
続
税
の
申
告
実
務
が

混
乱
を
来
た
す
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。

③
暦
年
課
税
贈
与
を
廃
止
し
、
相
続

時
精
算
課
税
制
度
に
一
本
化

　
相
続
時
精
算
課
税
制
度
と
は
、
贈

与
す
る
と
き
は
二
五
〇
〇
万
円
ま
で

非
課
税
と
し
ま
す
が
、
そ
の
方
が
亡

く
な
っ
た
時
に
は
、
贈
与
し
た
財
産

を
相
続
財
産
に
持
ち
戻
し
て
、
相
続

税
を
計
算
す
る
制
度
で
す
。
こ
の

「
持
戻
し
」
は
、
贈
与
し
た
時
期
が

過
去
何
年
前
で
あ
っ
て
も
遡
り
ま
す
。

　
大
綱
の
「
相
続
税
と
贈
与
税
を
よ

り
一
体
的
に
捉
え
て
課
税
す
る
観
点

か
ら
、
現
行
の
相
続
時
精
算
課
税
制

度
と
暦
年
課
税
制
度
の
あ
り
方
を
見

直
す
」
と
い
う
方
向
性
は
、
暦
年
贈

与
税
制
を
廃
止
し
、
贈
与
は
す
べ
て

相
続
時
精
算
課
税
と
す
る
趣
旨
で
あ

る
と
い
え
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
点
を
含
め
、
引
き
続

き
、
来
年
度
以
降
の
税
制
改
正
の
動

き
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

Ⅱ
　
　
住
宅
取
得
関
連
税
制

に
係
る
改
正

１　

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除

（
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
）の
延
長・

縮
減
（
所
得
税
・
住
民
税
）

　
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
起
源
は
諸
説

あ
る
も
の
の
、
昭
和
四
七
年
創
設
の

「
住
宅
取
得
控
除
制
度
」
に
遡
る
こ

と
が
で
き
る
と
い
わ
れ
ま
す
。

　
そ
の
後
、
頻
繁
に
改
編
を
繰
り
返

し
な
が
ら
、
制
度
を
継
続
し
て
き
た

の
で
す
が
、
控
除
期
間
を
と
っ
て
み

て
も
、
五
年
、
六
年
、
一
〇
年
、
一

五
年
と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
時
代
に
お
け

る
経
済
状
況
に
応
じ
た
、
住
宅
市
場

の
刺
激
と
い
う
経
済
効
果
、
さ
ら
に

若
年
世
帯
の
住
宅
購
入
を
後
押
し
す

る
効
果
が
期
待
さ
れ
つ
つ
、
長
き
に

わ
た
っ
て
続
い
て
き
ま
し
た
。

　
住
宅
ロ
ー
ン
残
高
に
対
す
る
一
定

部
分
を
控
除
す
る
制
度
が
導
入
さ
れ

た
昭
和
五
三
年
以
降
、
本
制
度
は
、

住
宅
ロ
ー
ン
残
高
の
一
定
割
合
、
つ

ま
り
、
金
利
相
当
分
を
税
額
控
除

（
税
の
還
付
）
を
使
っ
て
家
計
に
給

付
し
、
結
果
と
し
て
ロ
ー
ン
返
済
額

を
軽
減
す
る
趣
旨
と
捉
え
ら
れ
、
運

用
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
つ
ま
り
、
一

種
の
「
利
子
補
給
」
と
い
う
考
え
方

で
す
。

　
た
だ
、
現
実
に
は
利
子
で
あ
れ
元

金
で
あ
れ
、
ロ
ー
ン
を
組
ん
で
住
宅

を
購
入
す
る
世
帯
に
と
っ
て
は
、

月
々
の
返
済
額
が
軽
減
さ
れ
る
こ
と

が
、
住
宅
購
入
に
踏
み
出
す
大
き
な

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
な
っ
て
き
た
と

い
う
の
が
筆
者
の
実
務
感
覚
で
す
。

　
国
の
予
算
が
適
正
に
使
わ
れ
て
い

る
か
ど
う
か
を
監
視
す
る
機
関
で
あ

る
会
計
検
査
院
は
、「
平
成
三
〇
年

度
決
算
検
査
報
告
」
の
中
で
、
前
述
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